
















Disclosure of a New Accounting Standard 
Issued but not yet Effective 














（以下、「基準 24 号」と略す）および企業会計基準適用指針第 24 号「会計上の変更
及び誤謬の訂正に関する企業会計基準の適用指針」（以下、「指針 24 号」と略す）が

























































別損失の損益計算書への表示方法が定められている（旧「財規」第 95 条の 2 および
同条の3）程度であった。 




















 (2) 「基準24号」の構造 































 (1) 「会計方針の変更」の分類・範囲 
 会計方針とは、財務諸表の作成にあたって採用した会計処理の原則および手続であ
る（企業会計基準24号第4項(1)）。会計方針は、正当な理由により変更を行う場合を












































































 (3) 原則的取扱いが実務上不可能な場合の取扱い 
 上記のように、会計方針の変更が行われたときには、遡及適用することとされてい
るが、現実の実務においては遡及適用が不可能な場合 6も考えられる（「基準 24 号」







 (4) 会計方針の変更に関する注記 





























 (1) 「表示方法の変更」の取扱い 


































 (2) 「会計上の見積りの変更」の取扱い 
























 ② 「会計上の見積りの変更」に関する注記 




























においても、IASB およびFASB と同様の考え方に沿っている（IAS 第8 号第38 項
およびSFAS第154号（FASB-ASC Topic205）第20項）。 
 
 (3) 「過去の誤謬の訂正」の取扱い 































 (1) 未適用の会計基準等に関する注記の意義 
 ① 未適用の会計基準等に関する注記の定義 





記については、IFRS（国際財務報告基準）では IAS 第 8 号に取扱いが定められてい
る一方で、アメリカでは会計基準そのものには取扱いがない代わりに、アメリカの証
券取引委員会（Securities Exchange Committee：SEC）のスタッフ会計公報（Staff 
Accounting Bulletin：SAB）第74号により、その開示が求められている。 
 
 ② IAS第8号での規定 











 ③ SECのSAB第74号での規定 
 SECは、言うまでもなくアメリカの証券取引に関して、強制捜査権等強力な権限を
有する独立行政機関である。アメリカでの証券に関連する法律としては、1933年証券









 (a) 財務報告通牒（Financial Reporting Release：FRR）は、財務報告に関する
SECの見解を示すものである。したがって、強制力を有している。 


















 ④ ASBJによる検討結果 

















 (3) 未適用の会計基準等に関する注記の具体的な内容 
 未適用の会計基準等に関する注記事項は、次のとおりである（「基準 24 号」第 12
項）。 
 
 (a) 新しい会計基準等の名称および概要 



















 (1) 退職給付会計基準の大幅改正の主要事項 







識」する（「基準 24 号」第 13 項）とともに、未認識数理計算上の差異および未認識
過去勤務費用を、税効果を調整の上で貸借対照表の純資産の部（その他の包括利益累

































 ③ 開示の拡充および名称等の変更 
 今回の改正では、退職給付債務や年金資産の増減の内訳など、国際的な会計基準で
採用されているものを中心に開示項目を拡充しているのも特徴の一つである（「基準































 ① 決算日が「基準24号」公表前の企業の開示状況 
 「基準24号」は平成24年5月17日に公表されたので、それ以前に決算日を迎え
ていた会社とは、実質的に同年 3 月末日が決算日の企業である。有価証券報告書は、
















 ② 決算日が「基準24号」公表後の企業の開示状況 
































ている（「財規」第 8 条の 3 の 3 但し書き）が、今回の改正は確定給付企業年金を導
入している企業にとっては大きな影響を与えると捉えられている改正であるので、重
要性が乏しいとは考えにくい。現にたとえば、富士通(株)では、平成 24 年 3 月期、






























































































































 11 なお、修正再表示後の期間の財務諸表では当該注記を繰り返す必要はない（「基準 24 号」第
68項但し書き）。 
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